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  （百万円未満切捨て）

１．平成31年３月期第２四半期の連結業績（平成30年４月１日～平成30年９月30日） 
（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

31年３月期第２四半期 18,488 6.8 179 － 338 106.2 147 － 

30年３月期第２四半期 17,304 9.0 △10 － 164 － △173 － 
 
（注）包括利益 31年３月期第２四半期 232 百万円 （△60.6％）   30年３月期第２四半期 588 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

31年３月期第２四半期 12.11 － 

30年３月期第２四半期 △14.16 － 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併合が行

われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

31年３月期第２四半期 59,162 45,134 74.8 

30年３月期 61,687 45,522 72.3 
 
（参考）自己資本 31年３月期第２四半期 44,232 百万円   30年３月期 44,582 百万円 

（注）「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用

しており、平成30年３月期については、遡及適用後の数値を記載しております。 
 
２．配当の状況 

  
  

年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

30年３月期 － 0.00 － 45.00 45.00 

31年３月期 － 0.00       

31年３月期（予想）     － 45.00 45.00 
  
（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 無 

 
 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 
  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 45,000 4.6 1,600 5.4 1,850 1.5 1,250 55.3 102.30 
 
（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用： 無    

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年３月期２Ｑ 14,084,845 株 30年３月期 14,084,845 株 

②  期末自己株式数 31年３月期２Ｑ 1,865,222 株 30年３月期 1,865,297 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 31年３月期２Ｑ 12,219,418 株 30年３月期２Ｑ 12,222,010 株 

（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式併

合が行われたと仮定し、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１. 当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測

情報に関する説明」をご覧ください。 

当社は、平成30年11月28日（水）に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。この説明会で

使用する決算説明資料については、開催後速やかに当社ウェブサイトに掲載する予定です。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、好調な企業収益に伴う設備投資の回復や雇用環境の改善及び

輸出の増加を背景に回復基調が継続しておりますが、一方で原材料価格の上昇による消費の低迷や国内景況感の悪

化、米中の貿易摩擦を始めとした政策に伴う海外経済の下振れなどの懸念から、わが国経済の先行きは不透明な状

況が続いております。 

当社グループの関係しております電気通信関連業界におきましては、移動通信関連分野ではLTE及びLTE-

Advancedのサービス拡充に伴うアンテナ需要が増加しております。また、固定無線関連分野においては防災行政無

線需要が継続しており、放送関連分野ではFM補完局等の需要が継続しております。高周波応用機器業界におきまし

ては、自動車関連分野における設備投資需要が回復傾向にあります。なお、電気通信関連業界・高周波応用機器業

界ともに価格競争が激化していることから、受注を巡る環境は厳しいものとなっております。 

このような情勢の中で、当第２四半期連結累計期間における当社グループの受注高は前年同期比9.7％増の264億

５百万円となり、売上高は前年同期比6.8％増の184億８千８百万円となりました。 

利益の面では、営業利益は１億７千９百万円（前第２四半期連結累計期間は１千万円の営業損失）、経常利益は

前年同期比106.2％増の３億３千８百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、１億４千

７百万円（前第２四半期連結累計期間は１億７千３百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。（報告セグメント等の業績については、セグメント間の内部売

上高等を含めて記載しております。）

 

① 電気通信関連事業 

当事業では、移動通信関連分野においては、スマートフォンの普及に伴う通信量の増加に対応するため、移動通

信事業者によるLTEの基地局投資が積極的に進められており、LTEサービス拡充に伴う複数の周波数に対応可能な多

周波共用アンテナの需要やLTE-Advancedに対応した3.5GHz帯のアンテナ需要が前倒しで増加しております。固定無

線関連分野においては、各自治体における防災体制強化とデジタル化の動きに伴う防災行政無線需要が継続してお

ります。放送関連分野においては、地上波アナログテレビ放送にて使用されておりましたV-Low帯の活用としての

FM補完局需要や、放送事業者によるメンテナンス需要の取り込みを図っております。その他分野としては、LED航

空障害灯やサーマルカメラシステムの需要開拓を進めております。なお、いずれの分野においても価格競争の激化

により、受注環境は厳しさを増しております。このような環境のもと、当事業分野では、革新による成長の実現に

向けた事業活動を展開し、需要の創出や業務プロセスの効率化を推進するとともに、製造原価の低減と競争力の向

上に取り組んでまいりました。 

その結果、受注高は前年同期比1.2％増の183億８千２百万円、売上高は前年同期比2.7％増の132億２千８百万円

となりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比26.9％増の６億４千万円となりま

した。 

 

② 高周波関連事業 

当事業では、主力であります高周波誘導加熱装置においては、自動車関連業界における需要の回復を背景とした

設備投資が積極的に進められております。また、熱処理受託加工についても自動車関連業界における生産が海外・

国内市場ともに高水準で推移していることから、概ね堅調な推移となっております。このような環境のもと、当事

業分野では、新規市場・新規ユーザーの開拓に加え、モジュール化の推進による利益の拡大に取り組んでまいりま

した。 

その結果、受注高は前年同期比36.2％増の80億２千３百万円、売上高は前年同期比19.1％増の52億２千５百万円

となりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比16.2％増の７億６千６百万円とな

りました。 
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（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ25億２千４百万円減少し591億６千２百万円

となりました。 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ30億３千２百万円減少し406億９千７百万円となりました。その主な要因

は、たな卸資産が11億４千７百万円増加したものの、現金及び預金が３億２千万円、受取手形を含む売掛債権が37

億８千５百万円それぞれ減少したこと等が挙げられます。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ５億７百万円増加し184億６千４百万円となりました。その主な要因は、

有形固定資産が８千１百万円減少したものの、投資有価証券が６億２千２百万円増加したこと等が挙げられます。 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ21億６千万円減少し100億３百万円となりました。その主な要因は、賞与

引当金が５億円増加したものの、支払手形を含む仕入債務が28億９千９百万円、未払法人税等が３億３千万円それ

ぞれ減少したこと等が挙げられます。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ２千３百万円増加し40億２千４百万円となりました。その主な要因は、役

員株式給付引当金が２千５百万円増加したこと等が挙げられます。 

純資産は、前連結会計年度末に比べ３億８千７百万円減少し451億３千４百万円となりました。その主な要因

は、利益剰余金が４億５百万円減少したこと等が挙げられます。 

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成31年３月期の連結業績予想につきましては、現時点においては平成30年５月11日の決算発表時に公表した予

想通りであり、現段階における業績予想の修正はありません。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,444 18,123 

受取手形・完成工事未収入金等 17,699 13,913 

未成工事支出金 881 1,825 

その他のたな卸資産 5,808 6,011 

その他 900 824 

貸倒引当金 △3 △0 

流動資産合計 43,729 40,697 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 10,694 10,702 

機械装置及び運搬具 8,592 8,647 

土地 2,241 2,237 

リース資産 148 151 

建設仮勘定 21 31 

その他 5,977 6,140 

減価償却累計額 △20,948 △21,265 

有形固定資産合計 6,728 6,646 

無形固定資産 202 205 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,010 9,633 

長期貸付金 2 3 

退職給付に係る資産 398 390 

繰延税金資産 512 552 

その他 1,158 1,091 

貸倒引当金 △55 △57 

投資その他の資産合計 11,026 11,612 

固定資産合計 17,957 18,464 

資産合計 61,687 59,162 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 9,549 6,650 

短期借入金 280 545 

リース債務 17 17 

未払法人税等 549 219 

未成工事受入金 68 55 

完成工事補償引当金 21 18 

製品保証引当金 39 115 

賞与引当金 448 949 

役員賞与引当金 27 － 

工事損失引当金 21 47 

その他 1,141 1,385 

流動負債合計 12,164 10,003 

固定負債    

長期借入金 130 130 

リース債務 22 31 

役員退職慰労引当金 62 60 

役員株式給付引当金 42 67 

退職給付に係る負債 3,253 3,260 

資産除去債務 49 49 

その他 439 423 

固定負債合計 4,000 4,024 

負債合計 16,164 14,027 

純資産の部    

株主資本    

資本金 8,774 8,774 

資本剰余金 9,731 9,731 

利益剰余金 28,940 28,535 

自己株式 △4,476 △4,476 

株主資本合計 42,970 42,564 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,446 1,570 

繰延ヘッジ損益 △13 16 

為替換算調整勘定 105 20 

退職給付に係る調整累計額 73 60 

その他の包括利益累計額合計 1,612 1,667 

非支配株主持分 939 901 

純資産合計 45,522 45,134 

負債純資産合計 61,687 59,162 

 

- 5 -

電気興業㈱(6706) 平成31年3月期 第2四半期決算短信



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高    

完成工事高 6,654 5,957 

製品売上高 10,586 12,467 

その他の事業売上高 64 63 

売上高合計 17,304 18,488 

売上原価    

完成工事原価 5,997 5,111 

製品売上原価 8,385 10,163 

その他の事業売上原価 34 31 

売上原価合計 14,417 15,306 

売上総利益    

完成工事総利益 657 845 

製品売上総利益 2,200 2,303 

その他の事業総利益 29 32 

売上総利益合計 2,887 3,181 

販売費及び一般管理費 2,897 3,001 

営業利益又は営業損失（△） △10 179 

営業外収益    

受取利息 4 5 

受取配当金 109 94 

その他 100 98 

営業外収益合計 214 198 

営業外費用    

支払利息 9 6 

コミットメントフィー 30 30 

その他 0 2 

営業外費用合計 39 39 

経常利益 164 338 

特別利益    

固定資産売却益 10 0 

特別利益合計 10 0 

特別損失    

固定資産売却損 0 0 

固定資産除却損 0 1 

その他 0 0 

特別損失合計 1 1 
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    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

税金等調整前四半期純利益 173 337 

法人税、住民税及び事業税 220 226 

法人税等調整額 2 △103 

法人税等合計 223 123 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △50 214 

非支配株主に帰属する四半期純利益 122 66 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△173 147 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    (単位：百万円) 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △50 214 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 571 124 

繰延ヘッジ損益 26 29 

為替換算調整勘定 0 △122 

退職給付に係る調整額 39 △13 

その他の包括利益合計 639 17 

四半期包括利益 588 232 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 454 203 

非支配株主に係る四半期包括利益 134 28 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（追加情報）

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。 

 

- 9 -

電気興業㈱(6706) 平成31年3月期 第2四半期決算短信



（セグメント情報等）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

電気通信 
関連事業 

高周波 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 12,852 4,388 17,240 64 17,304 － 17,304 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
28 － 28 149 177 △177 － 

計 12,880 4,388 17,268 213 17,482 △177 17,304 

セグメント利益又は 

損失（△） 
504 659 1,164 124 1,288 △1,298 △10 

（注）１ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額△1,298百万円には、セグメント間取引消去△95百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,203百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）３ 
 

電気通信 
関連事業 

高周波 
関連事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 13,199 5,225 18,424 63 18,488 － 18,488 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
28 － 28 144 173 △173 － 

計 13,228 5,225 18,453 208 18,661 △173 18,488 

セグメント利益 640 766 1,406 126 1,532 △1,352 179 

（注）１ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２ セグメント利益の調整額△1,352百万円には、セグメント間取引消去△91百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,260百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

- 10 -

電気興業㈱(6706) 平成31年3月期 第2四半期決算短信



３．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

当第２四半期連結累計期間における生産実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 生産高（百万円） 前年同四半期増減率（％） 

電気通信関連事業 7,728 4.8

高周波関連事業 5,429 21.4

合計 13,157 11.1

（注）１ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 電気通信関連事業のうち、工事に係わる生産実績を定義することが困難であるため、上記生産実績から除いて

表示しております。

 

②受注実績

当第２四半期連結累計期間における受注実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 受注高（百万円） 
前年同四半期増減率

（％） 
受注残高（百万円） 

前年同四半期増減率

（％） 

電気通信関連事業 18,382 1.2 17,367 △8.6

高周波関連事業 8,023 36.2 6,453 63.1

合計 26,405 9.7 23,820 3.8

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

③売上実績

当第２四半期連結累計期間における売上実績を報告セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

報告セグメント 売上高（百万円） 前年同四半期増減率（％） 

電気通信関連事業    

工事 5,957 △10.5

設備・機材売上 7,242 16.9

電気通信関連事業小計 13,199 2.7

高周波関連事業 5,225 19.1

報告セグメント計 18,424 6.9

その他 63 △1.5

合計 18,488 6.8

（注）１ セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含んで

おります。
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